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平成20年度税制改正に関する重点要望を提出

－「包括的な事業承継税制の確立」など８項目－

－東京都中央会－

本会は、11月28日、衆議院議員石原伸晃殿など東京都選出の国会議員
10名に対し、平成20年度税制改正に関する重点要望を提出しました。
今年に入り我が国の景気は、回復傾向にあると言われているものの、地

域経済や中小企業では依然として厳しい状況が続いています。
このため、平成20年度税制改正においての個別税制の見直しに当たって

は、中小企業を取り巻く経済状況・景気に十分な配慮をお願いするととも
に、「包括的な事業承継税制の確立」など８項目の実現方につきましては、
格別なご高配を賜るよう、陳情致しました。

１．平成20年度中小企業関係税制改

正に関する要望

平成20年度税制改正に関する重点要望項目

平成19年11月

東京都中小企業団体中央会

わが国経済は全体としては回復軌道に

乗ってきたものの、地域経済や中小企業

では依然として厳しい状況が続いてい

る。中小企業の活力増進なくして持続的

かつ安定的な経済成長はありえない。

a 包括的な事業承継税制の確立

・本来、事業用資産に係る相続税を非課

税とすべきである。まずは、後継者が

相続後一定期間、事業を継続すること

などを条件に、非上場株式等の事業用

資産に対する相続税負担を８割以上減

免する包括的な事業承継税制を確立す

べきである。

・事業承継税制の導入にあたっては、中

小企業の底上げの観点から、対象範囲

や軽減額上限、適用条件・手続きなど

について、多くの中小が活用しやすい

制度にしていただきたい。

・併せて、取引相場のない株式の評価の

見直し、相続法上の問題（遺留分等）

への対応が必要。

s 中小企業等の成長力底上げや生産性

向上に資する税制措置

・IT投資の促進（中小企業投資促進税制、

情報基盤強化税制の拡充・延長）

・研究開発投資の促進（中小企業技術基

盤強化税制、研究開発促進税制の拡

充・延長）

・人材投資の促進（人材投資促進税制の
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拡充・延長）

・区分の大括り化など減価償却制度の一

層の見直し。

d 中小企業等の経営基盤強化に向けた

見直し

・エンジェル税制の拡充、設立５年以内

の中小企業者等に対する欠損金の１年

間の繰戻還付措置の拡充・延長、少額

減価償却資産特例の拡充・延長、交際

費の損金算入規制の撤廃など。

f 中小企業等における企業年金制度の

充実強化

・特別法人税の撤廃、確定拠出年金制度

の拡充、特定退職金共済制度の早急な

法的整備の実現。

g 地方幹線道路等の早期整備および道

路特定財源のあり方

・地域間の格差是正と地域の活性化の観

点からも、地方幹線道路など真に必要

な道路を早急に整備されたい。道路整

備のためとして賦課された財源は、暫

定税率を含め現行の税率水準を維持し

つつ、必要とされる道路整備に全額を

投入するのが筋である。

h 農商工連携等を促進するための所要

の税制措置

・農林水産業と商工業との連携等を促進

するため、事業者が実施する建物、機

械等への設備投資について、税額控除

または特別償却措置を講じられたい。

j 環境問題への対応と税制措置

～環境税の導入反対～

・環境税の導入には断固反対。環境対応

の技術開発や設備投資等を支援する措

置の充実。

k 活動実態を踏まえた非営利法人課税

等の実施

・商工会議所、商工会、中小企業団体中

央会、商店街振興組合等のような特別

法に基づいて設立された特に公益性の

高い法人への課税強化はすべきではな

い。むしろ、現行の特定公益増進法人

等以上の寄附金優遇を認めるべき。

２．陳 情 先

衆議院議員　石　原　伸　晃　殿

衆議院議員　伊　藤　達　也　殿

衆議院議員　深　谷　隆　司　殿

衆議院議員　石　原　宏　高　殿

衆議院議員　小　杉　　　隆　殿

衆議院議員　松　島　みどり　殿

衆議院議員　木　村　　勉　　殿

衆議院議員　太　田　昭　宏　殿

衆議院議員　与謝野　　　馨　殿

参議院議員　中　川　雅　治　殿

この件に関するお問い合わせは、本会

総務課にお願いします。

TEL；03－3542－0316（直通）

FAX；03－3545－2190


